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恩　蔵　直　人

　米国における流通チャネルの行動的諸側面については，これまでにかなり広

範に研究がなされている（Hmt，Ray　and　Wood，1985）。さまざまな産業お

よびチャネル形態において，影響力，コントロール，コンフリクト，満足度お

よび成果に関する研究がなされており，いくつかの一般的な結論も得られてい

る（米国の流通チャネルにおける研究成果については，Gaski，1984および

Hunt，Ray　and　Wood，1985を参昭のこと）。しかしながら，米国以外の国に

関Lては，オーストラリァ（Wilkins㎝，1979；1981），イソド（Kale，1985；

Frazier，Gill　and　Kale，1989）および日本（石井，1983）を除いては・ほと

んど行われていない。また，これらの研究のすべては，1つの文化の範囲内で

行われたものである。

　さらに，企業が今目直面するrグローバル的現実」を考えると・文化的境界

を横切った流通チャネルにおける行動関係がますます重要な問題となってくる

と恩われる。これまでに，文化的差異がもたらす違いについては，消費行動お

よび広告に対する反応（たとえぱ，Joh犯son，1986）やマーヶティソグ戦略（た

とえぱ，Tse，et　al．，1988）の分野で，いくつかの研究がなされてい飢した

（1）本研究は，ロード・アイラソド大学のジーソ・ジョソソ：ノ助教授と行った共同研究

　の成果の一部である。
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がって，マーケティングの他の領域，たとえぱ流通においても，文化的差異が

及ぼす影響を理解する必要があると思われる。交渉行動（たとえぱ，Graham，

1985；Graham　and　Sano，1986），参入障壁や市場へのアクセス（たとえぱ，

Ryans，1987；Kogut　and　Singh，1988）などの流通チャネルに関連する重要

な間題については，これまでにいくつかの研究がある。しかしながら，文化的

境界を横切る流通チャネルにおげる杜会的および行動的側面にかかわる問題は，

これまでのところほとんど探究されていないままである。

　本研究では・目米問の流通チャネルに焦点をあて，影響力の知覚がコントロ

ール，コンフリクトおよびチャネル成果とどのような関係をもっているのかを

実証的に検討する。本研究の主要テーマは，これまで主として研究がなされて

きた欧米の流通チャネルと日米間の流通チャネルとでは，チャネル・メンバー

の行動関係が異なっているのかどうかということである。また，もし異なって

いるとすれば，どの程度，そしてどのように異なっているのかということであ

る。

I　概念と仮説

（1）流通チャネルにおける影響カ

　マーケティソグ・チャネルにおげる影響力（innuence）ないしバワー（po・

Wer）は，一般に，あるチャネル・メンバーが流通チャネルの異なるレベルに

位置する別のメンバーのマーケティング戦略上の決定変数を統制する能カと定

義される（Gaski，1984）。最近では，チャネルにおげるパワーを，その具体的

ならびに表面にあらわれた適用，特にその行使（Gaski　and　Nevin，1985；

Gaski，1986）や特定の影響戦略の使用（Frazier　and　Summers，1984．1986；

Ka1e，1986）を通じて研究する試みがなされている。

　さらに，最近の研究によれぱ，流通チャネルにおげる影響戦略の使用および

効果に関しては，2つのクラスターに区分される（Frazier　and　Summers，
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1984．1986；Ka1e，1986）。この2っのクラスターは，影響力を行使する者がその

意志に従うか従わないかという相手の決定の結末に対して直接的に伸介するか

どうかによって分げられる。報酬の約束，処罰や制裁の脅L，ならびに法務戦略

（影響カを行使する者が相手を従わせるため，公的に拘束力のある法律的契約

に訴える場合）が1つのクラスターをなしており，「伸介的影響戦略（mediated

inHuenCe　StrategieS）」とよぱれる。伸介的影響戦略を用いた場合，影響力を

行使する考は，相手に対して要求する行動を明示的に示すとともに，相手がそ

れに従うか従わないかによってどのような報酬ないL制裁を受けるかをも明示

的に示Lている（Frazier　and　Summers，1986）。情報交換，要請および勧告

がもう1つのクラスターであり，「非伸介的影響戦略（nonmediated　i舶uence

StrategieS）」とよぱれる。非伸介的影響戦略を用いた場合には，影響力を行使

する者は，相手に対して求める行動を必ずしも明示的に示しておらず，またい

かたる特定の制裁もあげてはいない（Frazier　and　Summers，1986）。

（2）　　コン　トローノレ

　チャネルにおげる影響力の存在や行使を通じて，チャネル・メンバーは彼ら

のチャネル・パートナーをコソトロールしようと試みる（Beier　andStem，

1969；Gaski，1984；Frazier㎜d　Summers，1984．1986；Ka1e，1986）。これ

までの研究が示唆するところによれぱ，チャネル・メソバーが彼らのチャネ

ル・バートナーをコントロールしようとするのは，チャネル内におげる彼ら自

身の個人的立場を極大化するためだげではたく，当該チャネルを効率的で有効

汰流通システムに調整するためでもある。また，そうLたことは，強いチャネ

ル間の競争上の地位を確保し，チャネルを存続させるのに役立つ（Hunt，Ray

and　Wood，1985）。

　発展途上国においては，伸介的影響戦略はコソトロール恋いLバワーと正の

関係をもつことを，Kale（1986）が発見している。Lかしながら，先進国にお
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いては，両者の関係は逆になる。企業による伸介的影響戦略の使用は，その企

業のチャネル・パートナーに対するコソトロールを低めることにな乱その理

由としては，表面にあらわれた影響力の行使に対してチャネル・パートナーが

低抗することや，伸介的影響戦賂の使い過ぎがコソトロールを低めることがあ

げられている（Gaski　and　Nevin，1985）。また，本当に力のあるチャネル・

メンパーが伸介的影響カに依拠する必要のないことをチャネル・パートナーは

認知している。伸介的影響力に頼るのは，他の戦略に失敗したときのみなので

ある（Frazier　and　Summers，1986）。

　日本も米国も先進国たので，日米聞の流通システムにおいては，伸介的影響

戦略の使用はコソトロールを低下させることになると予想される。特に，目本

においては，Kale（1986）があげているような売手市場というような状況に

はない。また，いかなるビジネス関係においても，過度に攻撃的な影響力を回

避する憤向が目本にあることが指摘されている（Graham　and　Sam，1986；

Rosenberg　and　Thompson，1986；Lazer，Murata　and　Kosaka，1985）。し

たがって，仮説1aは次のようになる。

仮説1a：米国の供給業者によって行使される伸介的影響戦略（日本の流通業

　　　　　者によって知覚されたものとしての）は，チャネル関係において米

　　　　　国の供給業著が達成するコソトロールの程度と負の関係をもつ。

　さらに，先進国におげるこれまでの研究結果によると，チャネル・メンバー

による非伸介的影響力の行使は，たとえ雨バートナーがコントロールを知覚し

ないとしても，そのチャネルにおげる当該メソバーのコソトロールを高めるこ

とにつながる（Frazier　and　Summers，1986）。したがって，目米聞のチャネ

ルにおいても，非仲介的影響力とコントロールとの間には，同様の関係がある

と思われる。童た，日本のピジネスにおける調和の必要濫および攻撃的な影響
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戦略の回避を考慮すると（Lazer，Murata　and　Kosaka，1985；Graham　and

Sano，1986；Shimaguchi，1979），非伸介的パワー資源の行使は，目本にまつ

わる流通チャネルにおいてより犬きな役割を果たすと思われ孔したがって，

次のような仮説を設定することができる。

仮説1b：米国の供給業考による非伸介的影響カの行使（目本に流通業者によ

　　　　　って知覚されたものとしての）は，チャネル関係において米国の供

　　　　　給業者が達成するコソトロールの程度と正の関係をもつ。

（3）取引期問

　取引関係の長さは，これまでの流通チャネルに関する研究においてはとりあ

げられていない。しかしながら，日本のビジネス関係においては，取引期問が

夫きな役割を果たすことがしぱしぱ指摘されている（Czinkota　andWorono鉦，

1986；Rosenberg　and　Thompson，1986）。目本では，信頼やコミットメソト

が発展する長期の関係が重視されている。Lたがって，仮説2は次のようにな

る。

仮説2：取引期間はチャネ州こおげる米国の供給業者のコソトロールに直接的

　　　　に正の影響を及ぼす。

（4）　コソフリクト

　チャネル・コンフリクトは2人のチャネル参加者間の緊張状態としてあらわ

れ，それは実際の対応ないし要求する対応が相反することから生じる（Raven

and　Kmg1ansk1．1970）。これまでの研究の結果，チャネルにおける影響力の

行使および存在がチャネル・コンフリクトの水準に影響を及ぼすことがわかっ

ている（Hunt，Ray　and　Wood，1985；Gaski，19泓）。特に，伸介的影響力が
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チャネル・コソフリクトを高めることが示されている（たとえぱ，Gaski　and

Nevin，1985）。しかしながら，日本企業が関係する流通チャネルにおいては，

異なる関係が予想される。この違いは，主として，日本企業のコンフリクトに

対する態度に起因している。

　これまでの理論が示すところによると，コンフリクトは4つの段階で生じ

る・つまり，1）ある関係においてコ：■フリクトの条件が存在する潜在的コン

フリクト（latent　cOniict），2）参加考がコンフリクト状態を認識しているが，

そのような状態に必ずしも悩まされていない知覚的コソフリクト（perceived

con倣ct），3）参カロ者がコン7リクト状態を知っており，そこから生じる緊張

を感じている感知的コンフリクト（felt　coniict），ならびに4）表面にあら

われたコンフリクト行動にかかわる顕在的コンフリクト（manifeSt　COn五iCt）

である（Pondy，1967）。チャネル・メンバーは，他の杜会行為者と同様に，た

とえコンフリクトが顕在的なものとして出現する前に存在していても，その最

後の段階，すなわち顕在的コン7リクトの段階においてのみ，コンフリクトを

経験するのである（Pondy，1967）。

　調和を維持するために，日本のチャネル・メンバーは，潜在的，知覚的および

感知的コンフリクトに対してより大きな許容性を示している。Lazer，Murata

and　Kosaka（1985）は，日本におけるこの許容性をr疑似調和（psued0－

harmony）」とよんでいる。さらに，日本企業は，ビジネス関係において公然

とした対立および攻撃的な影響戦賂を回避する傾向にある（San0．1986）。こ

れらの要因のために，日本企業がかかわる流通チャネルにおいては，米国の流

通チャネルにおげるのとは異なり，伸介的影響力はコソフリクトを高めたいと

思われ私Lたがって，仮説3aは次のようになる。

仮説3a：米国の供絵業者による伸介的影響力の試み（日本の流通業者によっ

　　　　　て知覚されたものとしての）は，チャネル・コンフリクトの水準に
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有意な影響を及ぼきない。

　それに対して，非伸介的影響力の存在および使用がより低い水準のチャネ

ル・コンフリクトにつながるという米国の流通チャネルで発見された結果は，

日本企業が関係する流通チャネルにおいても再現されると思われる（Gaski

and　Nevin，1985；Gaski，1984；Hunt，Ray，and　Wood，1985）。あるいは，

米国のチャネルにおけるよりもさらに強い負の関係が存在する可能性もあ私

攻撃的な影響戦略および表面にあらわれた対立を回避する傾向のため（Lazer，

Murata　and　Kosaka，1985，Graham　and　Sano，1986），目本のチャ不ル・

メソバーは，非伸介的影響戦略により好意的に反応するはずである。したがっ

て，仮説3bは次のようになる。

仮説3b：米国の傑給業者による非伸介的影響戦略の使用（日本の流通業者に

　　　　　よって知覚されたものとしての）は，チャネル・コソフリクトと負

　　　　　の関係をもつ。

　何人かの研究者は，流通チャネルにおげるコントロールの利点を高く評価し，

集権化されたコントロールが効率性へとつながり，競争上の地位を高めること

を示唆している（たとえぱ，Bucklin，1973；Etgar，1976）。しかしながら，実

証研究の結果では，チャネル・メンバーはコントロールに低抗し，その結果と

してより高いコンフリクトをもたらしている（Gaski，1984）。日本の流通業者

とのチャネルにおいては，文化的要因にため，コントロールはコンフリクトの

増加につながらないはずである。まず，すでに論じたように，日本企業がビジ

ネス関係において表面にあらわれる対立を回避する傾向（Lazer，Murata　and

Kosaka，1985；Graham　and　SaI1o，1986）は，チャネルにおいてコンフリク

トカミ顕在化するのを抑制するはずである。また，日本のピジネス関係は垂直的
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であることが多いので（Czinkotaand　Worono技，1986；Yoshino　andLifson，

1986），状況がコントロールを必要としていると知覚した場合には，コソトロ

ールを受げ入れやすい体質にある。その際，コントロールを受げ入れる主た

る理由は，取引関係の安定性が必要であるということにある（Czinkota　and

Womo丘，1986）。したがって，仮説4は次のようになる。

仮説4：チャネル関係におげる米国の供給業者のコ1■トロール（目本の流通業

　　　　者によって知覚されたものとしての）は，チャネル・コンフリクトの

　　　　水準と有意な関係をもたない。

（5）成果

　これまでの研究では，伸介的影響力の存在とチャネル成果の知覚との聞には

負の関係があるのに対Lて，非伸介的影響力と成果の知覚との間には正の関係

があることが示されている（Gaski，1984）。基本的には，これらの関係が日米

間の流通チャネルにおいても存在するはずである。しかしながら，これまで論

じてきたように，文化的理由から，日本の流通業者は他のタイプの戦略よりも

非伸介的影響戦略により良く反応するはずなので，非伸介的影響力は成果とも

っと強く関係するものと思われる。Lたがって，次のような2つの仮説が考え

られる。

仮説5a：米国の供給業考による伸介的影響戦略の使用（日本の流通業者によ

　　　　　って知覚されたものとしての）は，チャネノレ成果と負の関係をも

　　　　　つo

仮説5b：米国の供給業審による非伸介的影響戦略の使用（目本の流通業者に

　　　　　よって知覚されたものとLての）は，チャネル成果と正の関係を
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もつ。

　欧米の流通チャネルにおいては，コントロールが効率性およびチャネル成果

を高める，と何人かの研究者は確信をもって主張している（Etgar，1976；

Bucklin，1973；Guiltinan，1974）。理論的には童た，チャネルにおける個々の

自律的企業はコソトロールに低抗する理由をもつ一方で（Stem　and　Heskett，

1969），コソトロールを放棄することから利益が得られる場合には，チャネル・

メンバーはそのようにする誘困をもちうる（Anand　and　Stem，1985；Anand，

1987）。同様に，日本のチャネル参加老も集権的に調整され，コントロールさ

れた流通システムの利点を確信することができた場合，成果は大幅に上昇する

はずである。一般に，日本企業ば垂直的なビシネス関係の上に機能Lている。

その関係において，ひとたび信頼および相互コミットメントが確立されると，

日本企業は集権的に調整された流通システムのなかで有効に作用するはずであ

る（Czinkota　and　Worono任，1986）。したがって，仮説6は次のようになる。

仮説6：チャネル関係における米国の傑絵業者のコントロール（目本の流通業

　　　　者によって知覚されたものとしての）は，チャネル成果に正の影響を

　　　　与える。

　長期の関係を経て，日本企業はそのビジネス・パートナーを知り，信頼するよ

うになるので，日本企業は長期の関係においてよく機能するはずである。長期の

取引関係におげる相互依存性およびコミヅトメソトは成果を高める（Czinkota

and　Worono斑，1986）。したがって，次のような関係が予想される。

仮説7：敢引期間はチャネル成果と正の関係をもつ。
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　欧米のチャネルに関する研究は，コソフリクトが成果に負の影響を及ぼすこ

とを示している（Gaski，1984；Hmt，Ray　and　Wcod，1985）。基本的には，

同じ事が日米間のチャネルにおいてもいえるはずである。したがって，仮説8

は次のようになる。

仮説8：チャネル・コンフリクトの水準に関する日本の流通業老の知覚は，チ

　　　　ャネル成果と負の関係をもつ。

図1　日米間の流通チャネルにおげる仮説関係

仮説5a←〕

仲介的影響力 仮説3a0
仮説14→

仮説5糾〕

　　　　　　仮説1u→　　　　　　　仮説4　　　　　　　仮説8
非伸介的影響カ　　　　　コントロール　　　　　コン7リクト　　　　成　　果
　　　　　　　　　　　　　　　　　（0）　　　　　　　H

仮説3旧

仮説6（→

仮説蝸
取　引　期　問 仮説7（→

図1は，因果モデルにおいて特定化Lた一連の仮説関係を示している。

皿　方　　　法

（1）調査票の設計

　調査票は次のような段階を経て作成された。まず第一段階では，コソストラ

クト（COnStruCtS）の測定を試みた過去の関連文献をレピューし，調査項目の

原案を英文で作成した。次の段階では，日本の流通事情に照らし合わせて，作

成された調査票の原案を手直しした。この手直しされた調査票を日本語に翻訳

L，第三段階である予備的な調査として，日本で輸入業務に携わっている14人
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のマネジャーに回答を求めてみた。最終的な調査票は，マネジャーらのコメン

トを参考に徴調整が行われ，しかも，再び英文に直し，各調査項目が当初意図

した概念より乖離Lていないことを確認し，完成されたものである。

（2）サソプリング

　本研究に必要とされる目本の主要輸入業考のリストは，1）伽6まoηoグ∫ψα一

㈱〃妙oπ妙8妙〃o伽6ま（1985）とr日経消費経済・フォーラム』（1987）

を参考に作成した。この段階で消費財の輸入業考に絞り込みがなされており・

原材料・都品などの産業用品の輸入業老は意図的にカットしてあ孔リストァ

ップされた企業には，商杜や輸入代理店のみならず百貨店，スーパー，専門店

などの小売業者も含まれている。

　ここで注意し恋けれぱたらないのは，本研究の分析単位がリストアップされ

た企業ではなく，それらの企業のなかで行なわれている個々の取引関係である

という点である。調査票は，輸入会杜といくつかの商品カテゴリーを明確にL

た後に，各商品カテゴリーの輸入を担当するマネジャーに郵送Lた。なお，郵

送に際しては，研究の主旨ならびに秘密厳守および個票レベルでの分析は行わ

たいことを確認したカバーレターを同封した。

　当初，郵送Lた調査票は203票で，回収にあたっては調査票に返信用の封筒

を同封Lた。郵送後1ケ月を経過しても回答の愈かった対象者に対しては，新

しい調査票に催促状を添えて再び郵送Lた。2度目の調査票に対しても回答の

なかった対象著に対しては，さらに，電話によって回答Lて頂くようお願いし

た。最終的に得られた有効サソブルは74で，回収率は36・5％であ乱調査期間

は，昭和62年12月より63年2月であった。

　親織間関係の分析では，多くの場合，単一の回答老から得たデータの妥当栓

には疑問があるとされてきた（P㎞llips1981）。そこで，当該商品および取引

関係に関して回答考に準じて知識のある部下あるいは同僚を第二の回答老とし
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て，データを収集した。単一の回答者による誤差を調べるために，各回答者から

得られた情報が等しいかどうかを評価するためにテストを行った。Morrison

（1967，p，252）によって提唱された手続にLたがい，「2人の回答者から得られ

る共分散マトリヅクスは等しい」という帰無仮説をテストした。得られた検定

統計量（ヵイ自乗＝72．64，df＝55）は統計的にみて有意（Pく、05）ではなく，2

人の回答著は等Lい情報を提供していると解することができる。データはプー

ルされ，その結果，74の利用可能な回答が得られた。表1は，商品のカテゴリ

ーと輸入業者のタイプによって，サソプルの構成を明らかにLたものである。

　　　　　　表1　輸入業者のタイプと商品別にみたサソブルの内訳

食晶 衣料品 身の 家具 目用品 化粧品 スポー
回り品 ツ用品 楽器 自動章 その他 合計

小売業 10 3 2 1 1 O 2 4 1 5 29

商　杜 8 O O O O O 1 3 O 2 14

輸　入
代理店

9 3 2 O 4 2 2 2 2 5 31

合　計 27 ・1・ 1 5 2 5一 9 3 12 74

（3）測定尺度

　本研究で用いられている尺度は，主として遇去の研究から導出した。付表1

には，各コソストラクトを評価する個別項目がまとめられている。表2には，

コンストラクトの信頼性と相関が示されている。コソトロール（Cronbachの

alpha係数が．60）と成果（同．66）を除げぱ，Nmnal1y（1978）によって提

唱されているコ：■ストラクトの信頼性水準（．70）を満たしている。さらに，

各尺度を因子分析すると一つの因子が得られるが，これは各尺度がいずれも一

次元であることを意味している。

　流通チャネルに関するこれまでの研究の蓄積を考慮するとともに，それらを

本研究にあてはめる際に十分な注意を払ったので，これらの尺度は適切な水準

の内容的妥当性（content　va1idity）と表面的妥当性（fa㏄validity）を備え

334



目米間の流通チャネルにおげる影響力，コソ7リクトおよび成果　　　73

　　　　　　表2　コソストラクト問の相関

伸介的非伸介的 取引期間 コント コ　ンフ

影響力影響力 1コ　ーノレ リ　ク　ト
成 果

仲介的影響力 ．72

非伸介的影響力 ．77 ．87

取引期問 ．09 ．04
■

コソトロール 一．16 一．10 ．29 ．60

コソフリクト 一．29 一．41 ．04 ．23 ．89

成 果 ．31 ．34 ．08 一、06 ．40 ．66

平 均 27，54　　壬2．99 9．35 29．40 37．33 15．33

標準偏差 5．88 9．40 10．03 5．87 14．99 3．61

項 目 数 5 8 1 6 13 3

北針台漣』柱Cm朴，｛例＾1n1。，厘裁非対角線上はCro皿1〕aohのA＝pba係数

ていると思われ飢仲介的影響戦略と非伸介的影響戦略との間の相関係数．77

を除げば，コンストラクト閻には有意な相関が見られない。すなわち，各尺度

は事前に意図Lた異なったコソストラクトを測定しているわげで，尺度の判別

妥当性（dlscrmmant　va11dlty）が確認されたことになる。仲介的影響戦略と

非伸介的影響戦略との高い相関は，2つのスケールが類似のコンストラクトを

測定していることを意味する。仮にそうだとしても，伸介的影響力と非伸介的

影響カは概念的に識別されており，ある程度の相関秘存在することは理論的に

裏づげられてい飢しかも，遇去の研究においても両者は分げて用いられてお

り，他の変数に異なった影響を与えることも確認されている。よって，従来の

研究との整合性ならびに因果モデルに与える異恋った影響を考慮し，本研究で

も両者を分げて敢り扱うことにする。

　なお，全般的にみてこれらの尺度は適度に信頼性があり，一次元であり，ま

た，妥当性もあると思われる。したがって，以下の分析では，各尺度に含まれ

る個別墳目のスコアを合計することによって，各コソトラクトを評価する指標

を形成し，使用することにする。
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（4）データ分析

　図1に示されている仮説的たモデルをテストするために，OLS推定による

重回帰分析を用いた。モデル内の直接効果，間接効果，および全体効果の検討

には，Alwin　and　Hauseτ（1975）によって用いられた技法を採用した。

皿　分析結果

　図2に示されているように，結果は仮説1aを支持していた。仮説1aでは，

米国の供給業者による伸介的影響戦略の行使を日本の流通業老が知覚すると，

米国側のコソトロールは低下すると予測されていた。一．306（p＝．0926）とい

うパス係数によって，米国の供給業老による伸介的影響力が行使されていると

日本側が知覚している時，米国の供給業老のコントロールが統計的に有意に低

下していることがわかる。これに対Lて，仮説1bでは，非仲介的影響戦略と

コソトロールとの間に正の関係があると想定していた。得られた係数は．152

図2　仮説に対する標準回帰係数

　　　　　　　111
仰介的影響力 ．104

■306■

．125

　　　　　　　．152　　　　　　　　　　　　　　，201‘　　　　　　　　　　　　一，326｝’
非仲介的影響カ　　　　　コントロール　　　　　コンフリクト　　　　成　　果

一．468｝

．025

318帥
取　引　期　問 一081

回帰分析における統計量
褒壌変墾．．、、一　　塗隻螢塾．三．．、．、、坐，．．．一、．且．、

コントロー’二一一’’’…j25　言．34　芽；亨O　．020一’一

コンフリクト　　　．207　6，08　3，70　．O01

成果　　　　．213　3，66　5，68　．O05

o　P〈O．10

帥Pく0．05
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であり，非伸介的影響力に関する日本側の知覚は，米国側のコントロールと正

の関係をもっていた。しかしながら，この関係は統計的に有意ではたかった。

　仮説2では，取引関係が長期になれぱなるほど，チャネルにおける米国側の

コ1■トロールが高まると予測していた。分析の結果，得られた係数は．318（p

＝．0067）であり，仮説を支持していた。

　仮説3aおよび仮説3bは，影響力がコソフリクトに及ぼす効果を扱ってい

る。仮説3aでは，仲介的影響力に関する知覚がチャネル・コソフリクトの水

準に有意には影響を及ぽさないと予測していた。両者の関係は．104の係数に

よって表わされており，これは統計的に有意ではない。よって，仮説3aを支

持することができる。一方，仮説3bでは，非伸介的影響力に関する知覚が，

チャネル・コソフリクトの低下につながると予測していた。これに対しては，

一．468（p＝．0068）の係数が得られており，仮説を強く支持する結果となって

いた。

　仮説4では，チャネルにおける米国側のコソトロールが・チャネル・コソフ

リクトの水準に影響しないと予測していた。しかしながら，分析結果をみると・

仮説に反して標準回帰係数．20ユ（p＝．0667）という値が得られれしたがって・

コントロールの知覚は，チャネル・コソフリクトの水準を高めていたことにな

る。

　仮説5aでは，伸介的影響力の知覚が成果に対Lて負の効果を及ぼすと予測

していた。得られた係数．111は，統計的に有意でもないし・期待された方向

でもたかった。また仮説5bでば，米国の供給業考が非伸介的影響力を行使し

ていると日本側が知覚すると，成果は高くなるものと予測していた。ここでの

係数は．125であり，符号は期待された方向であったが，統計的に有意ではな

かつた。

　チャネルにおげる米国側のコソトロールは，チャネルの成果を高めるものと

予測されていた（仮説6）。ところが，結果は有意な関係を示さなかった。ま
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表3　困果モデルにおける効果の分解

　　　　　　　　　　　　　　　　　　間　接　効　果
従属変数　独立変数　直接効果　　　　　　　　　　全体効果　　　　　　　　　　　　　　　　　㌶窟弄ほ葛㌶

コ：■トロール仲介的影響力　　一．306　　　　一」
■

一非伸介的影響力

．取引期問

　　　　　　　≒・152　　　■一
．318　．　　　一　1

　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　■

コソフリクト1仰介的影響力1　・104
　　　　　1非伸介的影響力≡　一．468

　　　　　㍗㍗．。；

果一伸介的影響力■
　1　　　　　　　　　　　」

　非伸介的影響力一

コソフリクト1

一．306

　，152

　．318

　　　　　　　　　　」＝一一…1　－1　・…
　　・…i　一！一・…

，’O竺1二111：1
　．111　　　　　　　　，020

　，125　　　　　一．010

　，081　　　　　　一．021

　，025　　　　　　一

一．326　　　　　＿

一．034

　，153

　．0

一．066

　．097

　，268

　，060

一．041

一、326

た，取引期問も，チャネルの成果に正の影響を与えるものと期待されたが（仮

説7），ここでも仮説を支持する結果は得られなかった。

　仮説8では，チャネル・コンフリクトと成果との問にマイナスの関係がある

と予測していた。繭老間の係数は一、326（p＝．O088）であり，仮説8は支持さ

れた。

　仮説で示された関係は，モデルにおげる直接的な因果効果に即して定式化さ

れているが，間接効果の検討も見逃すことはできない。表3は，全体効果を分

解した結果である。

　当該そデルにおいて注目に値する間接効果は，非伸介的影響戦踏がコンフリ

クトを通じてチャネルの成果に及ぼす影響である。係数．153というこの間接

効果は，直接的な因果効果よりも強かった。その緒果，非伸介的影響力が成果

に及ぽす全体効果は，．268と非常に有意な値となって表れていた。

　これほど強いものではないが，注目に値する間接効果が他にもいくつかあ
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る。取引期間がコンフリクトの水準に及ぼす直接効果は，このモデルではみら

れなかった。したがって，取引期間がコソフリクトに及ぼす．064という全体

効果は，コソトロールを媒介とした間接的なものであった。また，伸介的影響

力の知覚は，コソフリクトに対して直接的な正の効果（統計的には有意ではな

いが）を有していたが，コソトロールを媒介とした間接効果は逆に一．066で

ある。よって，モデルにおける全体効果は，正の効果と負の効果によって相殺

されていた。一．066というコントロールが成果に及ぼす間接効果は，直接効

果よりも強く，また，方向的には逆であった。

1V　結　　　論

　本研究におげる最も興味深い発見は，仮説化されていたいとはいえ，伸介的

影響力と非仲介的影響力との間に高い相関関係があったことである。過去の研

究では，伸介的パワー資源と非伸介的バワー資源との閻に．3程度の相関があ

ることが示されている（たとえぱ，Gaski　and　Nevin，1985）。さらに，伸介

的影響戦略と非伸介的影響戦略との間にも相関のあることが示されている（た

とえぱ，Frazier　and　S㎜mers，1986）。しかL恋がら，本研究で示されたよ

うな高い相関では恋い。おそらく，文化横断的た流通チャネルヘの参加者は，

両方のタイプの影響戦略により犬きな程度かかわっているものと思われる。理

論的には，非伸介的影響戦略が失敗した後にのみ，あまりバワーの抵いチャネ

ル・パートナーが伸介的影響力に頼ることになる（Fr疵ier　and　Summers，

1989）。したがって，高い相関によって示唆される伸介的影響力の存在は，本

研究における米国の供給業考が流通チャネルにおいて優位な地位を占めていな

いことを意味する。全般的に，これらの発見は，米国の供給業著が非伸介的戦

略を通じて日本のチャネル・バートナーに影響を及ぼすことができないことを

示唆している。実際，本研究の結果をみても，米国のチャネル・パートナーは・
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日本のチャネル・パートナーに影響を及ぼすことにほとんど成功していない。

　ついで，一般的にみて，日本の文化のために，日米間の流通チャネルにおけ

る伸介的影響戦略がチャネル関係に及ぽす影響は，これまでに欧米のチャネル

で発見されたよりも小さいであろうと予測した。実際に，伸介的影響力はより

小さな程度しかチャネル関係に影響を及ぼしていなかった。コントロールに対

する負の関係を除くと，伸介的影響力はモデルにおいて直接的にも間接的にも

有意な効果をもっていなかった。このことは，目本の流通業者とのチャネルに

おいてコントロールを得るためには，伸介的影響力を使うべきではないことを

示唆している。このタイプの影響戦略の行使は，実際にコソトロールを低下さ

せている。

　しかしながら，伸介的影響力はコントロールに負の影響を及ぼしているが，

そのことは必ずしもチャネル関係を傷つけることになっていない。データによ

ると，伸介的影響力は，コンフリクトを高めてもいないし，成果を悪化させて

もいない。日本企業の潜在的な形態のコソフリクトに対する許容性や表面にあ

らわれる対立を回避する傾向が，仲介的影響力とコンフリクトとの間に関係が

ないことを説明していると思われる。

　それとは逆に，再び文化的理由から，日米聞の流通チャネルにおいては，非

伸介的影響戦略がより大きな役割を果たすものと予想した。直接的および問接

的効果の両方を考慮すると，データはこの一般的な命題を支持している。唯一

の例外は，非伸介的影響力とコソトロールの関係であった。そこでは，予期さ

れた方向は統計的に有意でなかった。この有意性の欠如ぱ，おそらくサソプル

数が小さかったためと思われる。

　日本企業のコソフリクトに対する考え方のために，米国の供給業者のコント

ロールはチャネル・コソフリクトを高めることにはつながらないという仮説を

立てた。しかしながら，実際には，日本の流通業者は欧米のチャネル・メソパ

ーとまったく同じようにコソトロールに対して反応Lた。すなわち，コソトロ
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一ルに対して低抗L，コンフリクトは高まった。この結果は，日本企業のコン

フリクトに対する許容性にもかかわらず，日本企業が関係する流通チャネルに

おける高い水準のコントロールば，コソフリクトを逆機能的になる点にまで悪

化させる可能性があることを示唆している。チャネル活動の集権的調整が，欧

米の流通チャネルにおげるのと同じように，日米聞のチャネルにおいても利益

をもたらす場合もあろう。しかしながら，日本の流通業者は，自律性の放棄を

嫌っているようである。

　集権的にコントロールされ，調整されたチャネルがそのようなコントロール

のないチャネルよりも効率的であることが理論的には示唆されているにもかか

わらず・この関係は実証的データによっては支持されていない（たとえぱ，

Etgar，ユ976）。本研究においても，欧米の流通チャネルに関する研究におげる

のと同じように，コソトロールと成果との閲にいかなる関係も発見されなかっ

た。このことは，もLチャネル・パートナーの一方が文化横断的なチャネルに

おいて成果を高めるためにコントロールを得ようと試みた場合，コンフリクト

の増カ麩という観点でのリスクが成果という観点での利得をおそらくは上回るで

あろうことを示唆している。成果を高めるためには，協調などの他の手段のほ

うがより有効である可能性が高い。

　コンフリクトが成果に及ぽす強い負の効果は，ユつの文化の範囲内での流通

チャネルにおげるのと同様に，目本の流通業者とのチャネルにおいてもあては

まる。このことは，日米間の流通チャネルにおいても，コンフリクトをそのマ

イナスの効果が最小に孜るように管理Lなけれぱならないことを示唆してい

る。コソフリクトはチャネル関係において一定の水準で常に存在するものであ

るが・チャネル関係を傷つけたウ，成果をかなり悪化させる点まで高めては肢

らないのである。

　これまでの日本企業に関する文献では，日本企業が長期の取引関係を選好す

ることがしぱしぱ指摘されている。そのような関係においては，信頼関係が籍
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築され成果も高まるはずである。しかし恋がら，本研究のデータは，そのよ

うた効果を示さなかった。このことは，おそらく，当該チャネルが目本文化の

範囲内に留まっていなかったという事実によるものと思われる。日本企業は，

文化的境界を越えたチャネルにおいては，すなわち外国の取引相手に対しては，

目本の取引椙手に対するような忠誠心やコミットメントを示さたい可能性があ

るのである。Lかしながら，これが本当に文化によるものかどうかを調べるた

めには・純粋に日本の流通チャネルにおいて取引期間がチャネル関係に影響を

及ぼすかどうかを検討L，比較する必要があろう。

　本研究は，文化的境界を越えて取引が行われる場合には，取引関係の杜会心

理学的要因が考慮されねぱならないことを実証的に示した。さらに，これまで

あまり研究がなされてこなかった文化的境界を越えた流通チャネル関係に焦点

をあて，そこにおける特定の行動要因（影響力，コソトロール，コンフリクト，

および成果）を検討した。

　グローバル・エコノミーの出現にともない，本研究は最初のステッブを提供

したにすぎない。将来の研究は，次のような状況においてより詳細になされる

べきである。つまり，目本の流通システムにかかわっている米国ないし他の西

欧企業の知覚，完全に日本企業からなるグローバルな流通チャネル，日本の供

給業老と欧米の流通業老からなる流通チャネルである。また，他の文化的境界

を横切る流遼チャネルも同様に検討されるべきである。たとえぱ，中近東の企

業，北欧の企業，ソ連の企業，ならびに東南アジア諸国の企業にかかわるチャ

ネルがそれにあたる。さらに，不確実性，協調および製品特性のような別の変

数をカ晩ることも，チャネル関係に関するわれわれの理解を高めてくれるもの

と思われる。
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付　表　1

I．影響戦略

a．伸介的影響戦略

　貴社とこの米国の供給業着カミ事業活動においてお互いにどのように影響を及ぽそうと

しているかをお尋ねLま丸以下の文章は，貴杜とこの米国の供給業老との関係につい

て述べたものですが，どの程度あてはまると思いますか。該当する数字に○印をつけて

ください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　まったくそ　　　　　まったく
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のとおり　　　　　　ちがう

　貴杜がこの米国の供給業老の提案に従わない

　場合，彼らは貴杜に対してベナルティーを課
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　2　　3　　4　　5　　6　　7
　す（たとえぱ，製品供給を減らしたり，値上

　げLたりする）と威す。

　貴杜の決定に影響を及ぽすべく，この米国の

　供給業者は両者の問で交わされた文書による　　　　ユ　2　3　4　5　6　7

　契約を盾に取る。

　この米国の供給業者の希望通りに貴杜が行動

　しない場合，彼らは貴杜に何らかの制裁をカ目　　　1　2　3　4　5　6　7
　える。

貴社がこの米国の供給業着の希望通りに従え

ぱ，貴杜の事業活動が成功するよう援助を惜
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　2　3　4　5　6　7　しまないことを，こ二の米国の供給業者は明言

　している。

　ある重要な事柄に関して，貴杜がこの米国の

供給業者の希望通りに従った場合，彼らは貴
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　2　3　4　5　6　7杜に何らかの金銭的な報酬を与える（たとえ

　ぱ，割引を大きくする）。

b．非仲介的影響戦略

　貴社とこの米国の供給業老が事業活動においてお互いにどのように影響を及ぽそうと

しているかをお尋ねしま丸以下の文章は，貴杜とこの米国の供給業者との関係につい

て述ぺたものですが，どの程度あてはまると恩いますか。該当する数字にO印をつげて

ください。
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貴杜の意恩決定に影響を及ぼそうとLて，こ

の米国の供給業着は重要た情報を隠匿す私

この米国の供給業者は，当該製品および市場

についてかなりの経験を有しており，それを

利用して貴杜の決庭に影響を及ぽそうとす
る。

貴杜に影響を及ぽそうとして，この米国の供

給業者は，貴杜が彼らの希望に従えぱピジネ

ス上のよきバートナーになると，それとなく

におわせているo

貴杜の決定に影響を及ぽすべく，貴杜がこの

米国の供給業者の希望通りに従う義務がある

と，彼らはそれとなくにおわせてい私

この米国の供給業者は，貴杜の事業活動を成

功に導くよう液情報を利用することによっ

て，貴杜に影響を及ぽそうと試みる。

ごの米国の供給業者は，彼らの業界上の地位

に対Lて貴杜が抱く崇敬の念を利用して，貴

杜に影響を及ぽそうとする。

この米国の給供業老は，技術に関する専門的

知識（経験）を利用して，貴社の決定に影響

を及ぽそうとする竈

貴杜に影響を及ぽすぺく，この米国の供給業

者は，彼らのビジネス慣行を見習えぱ，貴杜

の事業活動はうまく行くはずだと，それとな

くにおわせている。

コソフリクトおよび成果

　まったくそ
　のとおり

1　2　3　4　5

　　85

まったく
ちがう

6　　7

1　2　3　4　5　6　7

1　2　3　4　5　6　7

1　2　3　4　5　6　7

1　2　3　4　5　6　7

1　2　3　4　5　6　7

1　2　3　4　5　6　7

1　2　3　4　5　6　7

巫、　コソトローノレ

　貴杜とごの米国の供給業老との関係において，だれがどのような決定を下すかを知り

たいと思います。次のような項目に関する業務上の決定において，貴杜とこの米国の傑

給業者のどちらがより大きな発言力をもっているかを示して下さい。該当する数字にO

印をつげてください。
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貴杜によ　ほぽ同　米国の供給
って完全　等の発　業者によっ
に決定さ　言力を　て完全に決
れる　　　もつ　　定される

支払条件

仕入倣格

納期の長さ

貴杜が提傑する顧客サービスの程度

貴杜が維持する在庫水準

この米国製品と競合する他メーカーの製品を

貴杜が扱うかどうか

この米国製品の補完製品を貴杜が扱うかどう

か

4

4

4

4

4

7

7

7

7

7

1　2　3　4　5　6　7

1　2　3　4　5　6　7

皿、　コソフリクト

　さまざまな問題に関して，貴杜とこの米国の供給業老との聞に生じた意見の不一致の

程度をお尋ねしたいと思います。過去3年問（あるいは両者の関係が3年未満の場合に

は・その全期聞）について，以下のような問題に関する奥型的な意見の不一致の強さの

レペルをお示しください。その意見の不一致が解決されたかどうかは間題ではありませ

ん。

注文量

注文の頻度

製品の入手Lやすさ

納期の長さ

製品のデザイソ

受渡の頻度

受渡の迅遠性

支払の遅延

製品の品質

注文履行の正確性

348

まったく
強くない

きわめて
強い

4　5　6　7

4　5　6　7

4　5　6　7

4　5　6　7

4　　5　　6　　7

4　　5　　6　　7

4　5　6　7

4　5　6　7

4　5　6　7

4　5　6　7
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仕入価格

製品修理のための部品の入手しやすさ

この米国の供給業著が支幽する販売促進費

貴杜が扱う，この米国製品の補完製品の品揃

え

貴社が扱う，この米国製品と競合する他メー

カーの製品

顧客への販売価格

貴杜カ雛持するこの米国製品の在庫水準

この米国製晶のために貴杜が投じる国内広告

の量

コソフリクトおよび成果

　　1　2　3　4　5

　　1　2　3　4　5

　　1　2　3　4　5

1　2　3　4　5

2

2

3

3

4

4

4

6

6

6

6

6

87

7

7

7

7

7

w．成果および取引期問

　貴杜とこの米国の供給業老との関係全般についてお尋ねします。以下の設問について，

該当する数字に○印をつげてください。

　　全般的にみて，貴杜とこの米国の供給業者は相互の目標を達成するためにどの程度

　　協力し合ってい童すか。

ほとんどし
ていない

　　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　きわめて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　密接に

2　　　3　　　4　　　5　　　6　　　7

貴杜は，この米国の供給業者との関係全般に関してどの程度満足していますか。

きわめて　　　　　　　どちらで
不満足　　　　　　　　　もない

　　1　　　　2　　　　3　　　　4

　　　　　　きわめて
　　　　　　満足

5　　　　6　　　　7

もし別の僕給業老に変えることが容易な場合，そのような変更を行う可能性はどの

程度ありますか。

きわめて
高い

　　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　きわめて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　低い

2　　　　3　　　4　　　5　　　6　　　7

貴杜はどのくらいの期間この米国製品を現在の供給業老から購入していますか。

　　　　　　　　　　　　　約　　　　　年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　349


